予算要求資料
平成27年度当初予算　　支出科目　款：民生費　項：児童福祉費　目：児童保護費
	事業名　新発達障がい児家族支援者養成研修事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　健康福祉部　障害福祉課　重症心身・発達障がい支援係
　電話番号：058-272-1111（内2617 ）

　　　　　　　E-mail：c11126@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　       1,058千円（前年度予算額：      0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	1,058
	529
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	529

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　発達障がいの診断を受けた子どもの親は、早期に子どもの障がいを受容し、発達障がいの特性や接し方について学び、適切な子育てを行う必要がある。

しかし、親の中には、子どもの障がい受容が出来なかったり、受容はできても子どもの将来の見通しが持てない不安や他に相談できない孤立感から、精神的に追い詰められる場合がある。そのため、不安を持つ親の精神的負担の軽減を図る必要がある。

　　また、発達障がい児を預けられる場所（放課後等デイサービス等）が身近な地域に増加したことで、子どもへの療育を事業所に頼り、親が子と関わる時間が減少する傾向がある。その結果、適切な接し方について、親の学習する機会が減り、子どもの社会的不適応や強度行動障がいにつながる恐れがある。
そこで、発達障がい児の親に対し、適切な子育てを学ぶ機会を提供するなどの家族支援を地域の療育機関で行う必要がある。
（２）事業内容
　　①ペアレントメンター養成研修事業

　　　　発達障がい児を育てた経験のある親をペアレントメンターとして養成
する。ペアレントメンターは、同じ発達障がい児を育てた立場から、発達
障がいの診断がついて間もない子どもを持つ親の気持ちを聴くことで、親
の精神的負担の軽減を図るとともに、障がい受容への支援、療育に関する
情報提供、専門機関への相談のきっかけづくりを行う。
　　②ペアレントトレーニング指導者養成研修事業

　　　　親が、自分の子どもの行動を観察して発達障がいの特性を理解したり、
適切な対応をするための知識や方法を学ぶことのできる「ペアレントトレ
ーニング」を地域で実施できるよう、地域の療育機関の支援者に対し研修
を行う。

（３）県負担・補助率の考え方

　　　国1/2　件1/2（地域生活支援事業）
（４）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	430
	講師謝金（講演会、養成研修）


	旅　費
	411
	講演会講師費用弁償、養成講座講師費用弁償及び業務旅費

	需用費
	90
	消耗品費（研修用、事務用）

	役務費
	37
	通信費

	使用料
	90
	講演会会場借上料、養成研修会場借上料

	合　計
	1,058
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　　第３期岐阜県障害福祉計画
（２）事業主体及びその妥当性
　　　事業実施にあたって、発達障がいに関する支援に熟練していることが必要であるため、県の専門機関である発達障がい支援センターのぞみにて実施。

事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　①発達障がいのある子を持つ親の精神的負担の軽減を図るため、ペアレン
トメンターを養成し、地域で活動してもらう。
　②地域で、発達障がいの子どもへの接し方について親に学んでもらう「ペ
アレントトレーニング」を実施できるよう、支援者を養成する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	ペアレントメンター養成数
	0
（H26）
	（H  ）
	（H  ）
	0
（H  ）
	100
（H31）
	％


	ペアレントトレーニング指導者養成数
	0
（H26）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	126
（H31）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）




（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　




	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	　発達障がいの子どもを持つ親の精神的負担は大きく、専門機関の支援をうまく受けられなかったり、不適切な育児がなされることで、強度行動障がいや社会的不適応につながるおそれがある。そのため、ペアレントメンターの存在や、ペアレントトレーニングは重要である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　養成したペアレントメンターを活用していくにあたり、ペアレントメンターの性格や家族との相性等、配慮しながら活用していく必要がある。
ペアレントトレーニングについては、県内各地域において実施できるよう、偏りなく支援者を養成していく必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　平成２８年度以降、養成したペアレントメンターやペアレントトレーニング指導者を定期的にフォローアップして、活動の充実を図る。


